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〔留意事項〕 

・ 本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。 

・ 省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一般会計を

各省庁単位で区分し、所管の特別会計を合算し、各省庁に資産や負債が帰属する

と擬制するなどの一定の仮定に基づいて作成するものであり、各省庁が会計的に

独立しているものではない点にご留意下さい。 

・ 省庁別財務書類を充分理解して頂くため、「省庁別財務書類の作成基準」及び各

省庁の所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。 
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貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
平成29年    
     3月31日

平成30年    
     3月31日

平成29年    
     3月31日

平成30年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 未払金148,332 223,891 229,204 217,768

たな卸資産 保管金等0 0 111 56

未収金 賞与引当金7,629 1,363 8,857 9,284

未収収益 退職給付引当金0 0 170,102 162,340

前払費用 その他の債務等23 21 13,121 22,314

貸付金 42,891 41,453

その他の債権等 705 472

貸倒引当金 △ 138 △ 41

有形固定資産 1,116,197 1,181,998

国有財産（公共用
財産を除く）

991,542 1,023,700

土地 718,554 763,001

立木竹 2,343 2,396

建物 173,037 171,644

工作物 77,784 72,331

船舶 3,466 2,881

航空機 13,326 8,606

建設仮勘定 3,028 2,838

物品 負 債 合 計124,654 158,297 421,397 411,764

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞9,045 8,408

出資金 資産・負債差額158,803 190,021 1,062,094 1,235,825

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 1,483,492 1,647,590 1,483,492 1,647,590



業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 平成28年 4月 1日) (自 平成29年 4月 1日)
(至 平成29年 3月31日) (至 平成30年 3月31日)

人件費 131,033 133,048

賞与引当金繰入額 8,857 9,284

退職給付引当金繰入額 13,441 5,768

補助金等 2,648,185 2,783,162

交通安全対策特別交付金 58,010 55,343

委託費 58,988 57,681

支出金 400 374

分担金 1,138 1,035

拠出金 903 865

補給金 921 870

独立行政法人運営費交付金 6,379 6,480

自動車安全特別会計への繰入 42,141 37,587

年金特別会計業務勘定への繰入 1,649 1,649

庁費等 89,293 86,232

その他の経費 24,313 19,971

減価償却費 60,484 58,088

貸倒引当金繰入額 1,080 △ 44

支払利息 478 440

資産処分損益 1,094 2,019

本年度業務費用合計 3,148,798 3,259,862



資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成28年 4月 1日) (自 平成29年 4月 1日)
(至 平成29年 3月31日) (至 平成30年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 926,199 1,062,094

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 3,148,798 △ 3,259,862

Ⅲ　財源 3,241,822 3,353,527

　　主管の財源 98,092 89,084

　　配賦財源 2,787,444 2,780,625

　　自己収入 356,285 483,818

Ⅳ　無償所管換等 12,149 40,367

Ⅴ　資産評価差額 30,721 39,697

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 1,062,094 1,235,825



区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成28年 4月 1日) (自 平成29年 4月 1日)
(至 平成29年 3月31日) (至 平成30年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 94,024 98,478

配賦財源 2,787,444 2,780,625

自己収入 350,934 478,555

貸付金の回収による収入 739 734

固定資産の売却による収入 8 0

前年度剰余金受入 60,052 89,088

資金からの受入（予算上措置されたもの） 341 379

財源合計 3,293,544 3,447,863

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 154,031 △ 155,438

補助金等 △ 2,652,296 △ 2,791,960

交通安全対策特別交付金 △ 58,010 △ 55,343

委託費 △ 58,988 △ 57,681

支出金 △ 400 △ 374

分担金 △ 1,142 △ 1,035

拠出金 △ 903 △ 865

補給金 △ 799 △ 844

独立行政法人運営費交付金 △ 6,379 △ 6,480

自動車安全特別会計への繰入 △ 42,141 △ 37,587

年金特別会計業務勘定への繰入 △ 1,649 △ 1,649

貸付けによる支出 △ 1,189 △ 580

出資による支出 △ 55,000 △ 30,000

庁費等の支出 △ 106,155 △ 104,567

その他の支出 △ 24,313 △ 19,948

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 3,163,401 △ 3,264,358

(2)施設整備支出

土地に係る支出 - △ 40

立木竹に係る支出 △ 3 △ 9

建物に係る支出 △ 2,099 △ 1,179

工作物に係る支出 △ 3,244 △ 3,998

船舶に係る支出 - △ 1

航空機に係る支出 △ 3,893 -

建設仮勘定に係る支出 △ 2,793 △ 1,805



施設整備支出合計 △ 12,033 △ 7,035

業務支出合計 △ 3,175,435 △ 3,271,393

業務収支 118,108 176,469

Ⅱ　財務収支

リース債務の返済による支出 △ 7,851 △ 8,284

ＰＦＩ債務の返済による支出 △ 2,652 △ 2,663

利息の支払額 △ 478 △ 440

財務収支 △ 10,982 △ 11,388

本年度収支 107,126 165,081

資金への繰入（決算処理によるもの） △ 18,037 △ 86,542

翌年度歳入繰入 89,088 78,539

資金本年度末残高 59,132 145,295

その他歳計外現金・預金本年度末残高 111 56

本年度末現金・預金残高 148,332 223,891
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注 記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

燃料については、販売を目的としていないことから、取得価格より平均原価法によって評価し、計上

している。 

(2) 減価償却の方法等 

① 有形固定資産 

国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐用年数に基づ

く定率法（平成 19年 4 月 1 日以後に新築した建物は定額法）によっている。なお、残存価額まで到達

している国有財産（公共用財産を除く）については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備

忘価格 1円まで均等償却を行っている。 

物品（美術品を除く）については、車両は定率法、その他の物品は「減価償却資産の耐用年数等に

関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額を取得原価の 10％とした定額法によっている。な

お、残存価額まで到達している物品については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5 年間で備忘価

格 1 円まで均等償却を行っている。 

ファイナンス･リース取引に伴うリース物件については、取得価格相当額を計上し、リース期間終了

後の残存価格をゼロとした定額法による減価償却を行っている。 

② 無形固定資産 

ソフトウェアについては、取得に要した費用を資産価額とし、利用可能期間(5 年)に基づく定額法

によっている。 

特許権等については、国有財産台帳上、取得時点において取得価格はゼロとして計上され、その後

価格改定時に評価額が決定されることから、減価償却は行わず、国有財産台帳価額を計上している。 

(3) 出資金の評価基準及び評価方法 

① 市場価格のないもの 

全て「国有財産法」の規定により政府出資等として管理されている出資金であり、会計年度末にお

ける国有財産台帳価格によって評価している。 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 貸倒引当金 

未収金のうち徴収停止等債権については、全額を回収不能見込額として計上し、履行期限到来等債

権については、過去 3 年間の貸倒実績率に基づく回収不能見込額又は個別債権ごとの回収可能性を勘

案した回収不能見込額を計上している。 

② 賞与引当金 

6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6 月支給分の 4/6）を計上している。 

③ 退職給付引当金 

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。 

・基本額 … 勤続年数別の職員数 × 平均給与 × 自己都合退職手当支給率 

・調整額 … 「国家公務員退職手当法」第 6 条の 4 に定められた区分別の職員数 × 想定され

る調整月額単価 × 60ヶ月 

国家公務員及び地方公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34 年 10 月前の恩給公務員期間に係る

給付分等）に係る引当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。 

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与（平均給与上昇率を考慮）×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金

については、「遺族補償年金に係る引当金の額×特別支給率」により算出した額を計上している。 
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(5) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

  ② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について 

・平均給与上昇率 ： 2.9% 

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率から算出） 

・割 引 率 ： 4.2% 

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出） 

 

２ 偶発債務 

(1) 係争中の訴訟等で損害賠償の請求を受けているもの 

（単位：百万円）

請求金額

南相馬避難解除取消等請求事
件

80 東京地裁
平成27年（行ウ）第
238号、同第381号

原告は、原子力災害現地対策本部長
の行った南相馬市の特定避難勧奨地
点の解除により、支援措置が打ち切
られ、未だ線量が高い自宅への帰還
を余儀なくさせられることは違法で
あるとして、国に対し、特定避難勧
奨地点の解除の取り消し（主位的請
求）、特定避難勧奨地点に設定され
ている地位にあることの確認（予備
的請求）と、損害賠償を求めたもの

損害賠償請求控訴事件 69 東京地裁
平成24(ﾜ)36185
東京高裁
平成28(ﾈ)3783

平成24年12月21日提訴（勝訴）
平成28年７月11日提訴
戦前、夫（故人）が特高によるでっ
ち上げ逮捕や取調時の拷問等により
損害を被ったとして提訴

国家賠償請求控訴事件 2 東京地裁
平28(ﾜ)8123
東京高裁
平30(ﾈ)540

平成28年３月10日提訴（勝訴）
平成30年１月９日提訴
警察庁の管理するデータベースの設
置管理の瑕疵により暴力団組員と認
定されて逮捕されたとして提訴

損害賠償請求控訴事件 30 佐賀地裁
H28(ﾜ)283
福岡高裁
H29(ﾈ)540

平成28年８月22日提訴（勝訴）
平成29年６月６日提訴
警察官と副検事が共謀して実況見分
調書等を偽造したとして提訴

被疑者DNA型記録抹消等請求事
件

1 東京地裁
H28(ﾜ)40017

平成28年11月18日提訴
誤認逮捕された原告が、逮捕時に作
成された指紋記録等が保管され、内
部利用されているなどとして提訴

地位確認等請求事件 1 岐阜地裁
H30(ﾜ)9

平成30年１月10日提訴
被保佐人を欠格条項とした「警備業
法」の規定が違憲であるなどとして
提訴

国家賠償請求事件 5 富山地裁高岡支部
H30(ﾜ)18

平成30年２月13日提訴
国家公安委員会規則である「ＤＮＡ
型取扱規則」は違憲であるなどとし
て提訴

損害賠償請求事件 3 大阪地裁
H30(ﾜ)1315

平成30年２月15日提訴
元妻に対する暴行事件で大阪府警察
に現行犯逮捕されたことにつき、警
察庁長官が指揮監督を適切に行使し
なかったために逮捕等されたとして
提訴

課徴金納付命令処分取消等請
求訴訟

3 東京地方裁判所
平成27年（行ウ）51

金融庁長官による課徴金納付命令の
取消しを求めるとともに、課徴金納
付命令により、シンガポールにおい
て投資運用業務が継続できなくなっ
たなどと主張して、国家賠償を求め
ている事案

訴訟の略称 事件番号 訴訟の概要
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（単位：百万円）

請求金額

課徴金納付命令取消等請求訴
訟

5 東京地方裁判所
平成29年（行ウ）第
192

金融庁長官による課徴金納付命令決
定の取消しを求めるとともに、客観
証拠に反する架空の事実を作出した
違法な本件決定及びその公表などに
よって慰謝料、弁護士費用、逸失利
益の損害が発生したと主張して、国
家賠償を求めている事案

（注２）請求金額が1百万円以上の件名を記載している。

（注１）訴訟の見込、結果にかかわらず、平成30年3月31日現在の請求金額を記載している。

訴訟の略称 事件番号 訴訟の概要

 

 

３ 翌年度以降支出予定額 

(1) 歳出予算の繰越し 

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 105,337 百万円 

(2) 国庫債務負担行為 

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 248,723 百万円 

 

４ 追加情報 

(1) 合算する特別会計 

省庁別財務書類においては、以下の特別会計を合算している。 

・交付税及び譲与税配付金特別会計（内閣府所管分） 

・エネルギー対策特別会計（電源開発促進勘定） 

・年金特別会計（子ども・子育て支援勘定） 

 ・東日本大震災復興特別会計（内閣府所管分） 

(2) 出納整理期間 

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としている。 

(3) 財政法第 44条の資金 

（注 1） 財政法第 44条の資金とは、一会計年度内に消費し尽くすことを予定せず、一般の現金と区分して保有、運用され、

主として歳計外で経理される金銭である。 

（注 2） 根拠法令については、平成 30年 3月 31日現在のものを記載している。 

(4) 業務費用計算書における収益の計上 

 ・「退職給付引当金繰入額」において、退職給付引当金の戻入額（退職給付引当金減少額）200 百万円が

計上されている。 

 ・「資産処分損益」において、有形固定資産の処分益 792 百万円が計上されている。 

 ・「貸倒引当金繰入額」において、貸倒引当金の戻入額（貸倒引当金減少額）97 百万円が計上されてい

る。 

(5) 表示科目の説明 

① 貸借対照表 

ア 資産の部 

・「現金・預金」には、日本銀行預金及び財政融資資金預託金を計上している。 

・「たな卸資産」には、燃料を計上している。 

・「未収金」には、価格協定等違反者納付金及び損害賠償金債権等を計上している。 

・「未収収益」には、預託金に係る利子の当年度分を計上している。 

・「前払費用」には、翌年度以降分の自動車損害賠償責任保険料の前払保険料等を計上している。 

・「貸付金」には、地方公共団体への貸付金を計上している。 

所属会計 資金名 根拠法令 内容 

年金特別会計子

ども・子育て支

援勘定 

積立金 「特別会計に関する法

律」第 118条 

児童手当等交付金並びに地域子ども・子育て支援事業

費の財源に充てるために設置している。 
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・「その他の債権等」には、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への前渡不動産を計上してい

る。 

・「貸倒引当金」には、価格協定等違反者納付金等の貸倒見積額を計上している。 

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、建設仮勘定を除き、国有財産台帳価格を計上している。 

・「土地」には、主に庁舎敷地等に係る用地を計上している。 

・「立木竹」には、主に庁舎敷地の樹木を計上している。 

・「建物」には、主に庁舎を計上している。 

・「工作物」には、主に庁舎に係る工作物を計上している。 

・「船舶」には、警察用船舶を計上している。 

・「航空機」には、警察用航空機を計上している。 

・「建設仮勘定」には、会計年度末に未完成の庁舎施設等に係る前払金相当額を計上している。 

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50 万円以上の物品（美術品については 300 万円以上）に

ついて、美術品を除く物品は取得価格（見積価格）から減価償却費相当額を控除した後の価額、

美術品は取得価格（見積価格）で計上している。 

・「無形固定資産」には、電話加入権、ソフトウェア仮勘定、特許権等については取得価格等、ソフ

トウェアについては取得に要した費用又は国有財産台帳価格から減価償却費相当額を控除した後

の価額で計上している。 

・「出資金」には、沖縄振興開発金融公庫等に対する出資額を計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、児童手当等交付金に係る未払額等を計上している。 

・「保管金等」には、契約保証金として受け入れた見合いの額の残高を計上している。 

・「賞与引当金」には、6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源等に係る引当金を計上している。 

・「その他の債務等」には、リース債務等を計上している。 

② 業務費用計算書 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該

当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額に、児童手当の未払金や退職手当、

賞与及び国家公務員災害補償年金に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上して

いる。 

・「賞与引当金繰入額」には、6 月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。 

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する補助金等に該当するものから施設

整備支出にかかるものを控除した額を計上している。 

・「交通安全対策特別交付金」には、「道路交通法」の規定に基づき都道府県及び市町村に交付した額

を計上している。 

・「委託費」には、遺棄化学兵器廃棄処理事業等委託費等を計上している。 

・「支出金」には、「道路交通法」に基づく通知書送付費支出金等を計上している。 

・「分担金」には、国際刑事警察会議等分担金等を計上している。 

・「拠出金」には、国際機関等拠出金等を計上している。 

・「補給金」には、総合特区支援利子補給金等を計上している。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、独立行政法人に対する運営費交付金を計上している。 

・「自動車安全特別会計への繰入」には、空港の整備に要する経費の財源として特別会計に繰り入れた

額を計上している。 
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・「年金特別会計業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」の規定に基づき子ども・子育て

拠出金の徴収に関する費用等に充てるため、年金特別会計業務勘定への繰入額を計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目

で計上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の

科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、債権等の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当該年度に係る額

を計上している。 

・「支払利息」には、ＰＦＩ事業に関して発生した利息を計上している。 

・「資産処分損益」には、有形固定資産、無形固定資産の売却、除却及び有償譲渡により生じた損益を

計上している。 

③ 資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、主管歳入の徴収決定済額から政府資産整理収入等を除いた額を計上している。 

・「配賦財源」には、所管の支出済歳出額と主管の収納済歳入額との差額を計上している。 

・「自己収入」には、東日本大震災復興特別会計の都道府県からの返納金等を計上している。 

・「無償所管換等」には、資産・負債差額の増減要因ではあるが、業務実施に伴い発生した費用と整理

することが適当でないものを計上している。 

・「資産評価差額」には、国有財産の台帳価格の改定に伴う評価差額を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 

④ 区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、主管歳入の収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、所管の支出済歳出額と主管の収納済歳入額との差額を計上している。 

・「自己収入」には、東日本大震災復興特別会計の都道府県からの返納金等を計上している。 

・「貸付金の回収による収入」には、東日本大震災復興特別会計の災害援護貸付金の回収に伴う収入

を計上している。 

・「固定資産の売却による収入」には、国有財産等の売却に伴う収入を計上している。 

・「前年度剰余金受入」には、年金特別会計子ども・子育て支援勘定等の前年度剰余金を計上してい

る。 

・「資金からの受入（予算上措置されたもの）」には、予算上措置された資金からの受入額を計上し

ている。 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員

の手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」

に該当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額を計上している。 

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1項で規定する補助金等に該当する支出額を

計上している。 

・「交通安全対策特別交付金」には、「道路交通法」の規定に基づき都道府県及び市町村に交付した

額を計上している。 

・「委託費」には、遺棄化学兵器廃棄処理事業等委託費等を計上している。 

・「支出金」には、「道路交通法」に基づく通知書送付費支出金等を計上している。 

・「分担金」には、国際刑事警察会議等分担金等を計上している。 

・「拠出金」には、国際機関等拠出金等を計上している。 
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・「補給金」には、総合特区支援利子補給金等を計上している。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、独立行政法人に対する運営費交付金を計上している。 

・「自動車安全特別会計への繰入」には、空港の整備に要する経費の財源として特別会計に繰り入れ

た額を計上している。 

・「年金特別会計業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」の規定に基づく子ども・子育

て拠出金の徴収に関する費用等に充てるため、年金特別会計業務勘定への繰入額を計上している。 

・「貸付けによる支出」には、災害援護貸付金を計上している。 

・「出資による支出」には、日本医療研究開発機構に対する政府出資を計上している。 

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当の支出のうち、施

設整備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独

の科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「土地に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち土地の取得に係る支出を計上している。 

・「立木竹に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち立木竹の取得に係る支出を計上している。 

・「建物に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち建物の取得に係る支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち工作物の取得に係る支出を計上している。 

・「船舶に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち船舶の取得に係る支出を計上している。 

・「航空機に係る支出」には、前会計年度において、有形固定資産増加額のうち航空機の取得に係る

支出を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち未完成資産等に係る経費を計上してい

る。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

   イ 財務収支 

・「リース債務の返済による支出」には、リース物件に係る支払額を計上している。 

・「ＰＦＩ債務の返済による支出」には、ＰＦＩに係る支払額を計上している。 

・「利息の支払額」には、リース債務及びＰＦＩ債務に係る利息の支払額を計上している。 

・「財務収支」には、「リース債務の返済による支出」及び「ＰＦＩ債務の返済による支出」、「利息

の支払額」の合計額を計上している。 

ウ 本年度収支以下の区分 

・「資金への繰入（決算処理によるもの）」には、決算整理による財政法第 44条の資金への繰入を計

上している。 

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」に「資金への繰入（決算処理によるもの）」を減算したも

のを計上している。 

・「資金本年度末残高」には、財政法第 44条の資金の本年度末残高を計上している。 

・「その他歳計外現金・預金本年度末残高」には、契約保証金等一般会計において保有する歳計外の

現金・預金を計上している。 

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」に「資金本年度末残高」及び「その他歳計

外現金・預金本年度末残高」を加えたものを計上している。計上額は、貸借対照表の現金・預金

と一致する。 

(6) その他省庁の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

② 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

③ 重要な会計処理の誤謬の修正 

前年度の貸借対照表の「物品」において、誤謬等により 4,224 百万円の過大計上となっていたため、

本年度の貸借対照表の「物品」及び資産・負債差額増減計算書の「無償所管換等」において、それぞ

れ同額を修正計上している。 
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④ 「除染に関する緊急実施基本方針」の迅速な実施について（平成 23 年 8 月 26 日閣議決定）に基づ

き国が直轄により、又は国庫補助金等を交付して実施した汚染土壌等の除染等、放射性汚染廃棄物処

理事業及び中間貯蔵施設検討・整備事業に要した費用に係る東京電力ホールディングス株式会社（平

成 27 年度末までは東京電力株式会社）に対する求償については、内閣府一般会計においては、平成

29 年度末までに 82,363 百万円求償し、うち 47,581百万円について既に支払いを受けている。 
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附属明細書 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

(1) 会計別の資産及び負債の明細 

（単位：百万円）

一般会計
交付税及び譲
与税配付金特

別会計

エネルギー対
策特別会計

（電源開発促
進勘定）

年金特別会計
（子ども・子
育て支援勘

定）

東日本大震災
復興特別会計

相殺消去 合算合計

＜資産の部＞

現金・預金 56 8,047 7,098 208,688 - - 223,891

たな卸資産 0 - - - - - 0

未収金 1,363 - - 0 - - 1,363

未収収益 - - - 0 - - 0

前払費用 21 - - - - - 21

貸付金 27,950 - - - 13,503 - 41,453

他会計繰入未収金 - - - 174,189 - △ 174,189 -

その他の債権等 472 - - - - - 472

貸倒引当金 △ 40 - - - △　0 - △ 41

有形固定資産 1,137,648 - 42 44,307 - - 1,181,998

国有財産（公共用財産を除く） 979,509 - - 44,190 - - 1,023,700

土地 723,077 - - 39,923 - - 763,001

立木竹 2,389 - - 7 - - 2,396

建物 168,126 - - 3,518 - - 171,644

工作物 71,590 - - 740 - - 72,331

船舶 2,881 - - - - - 2,881

航空機 8,606 - - - - - 8,606

建設仮勘定 2,838 - - - - - 2,838

物品 158,138 - 42 117 - - 158,297

無形固定資産 8,376 - - 31 - - 8,408

出資金 190,021 - - - - - 190,021

資産合計 1,365,870 8,047 7,140 427,217 13,502 △ 174,189 1,647,590

＜負債の部＞

未払金 17,328 - 0 200,439 - - 217,768

保管金等 56 - - - - - 56

賞与引当金 9,226 - 44 14 - - 9,284

退職給付引当金 161,768 - 438 133 - - 162,340

他会計繰入未済金 174,189 - - - - △ 174,189 -

その他の債務等 22,314 - - - - - 22,314

負債合計 384,882 - 484 200,587 - △ 174,189 411,764

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 980,987 8,047 6,656 226,630 13,502 - 1,235,825  

 

(2) 資産項目の明細 

① 現金・預金の明細 

（単位：百万円）

内容 本年度末残高

政府預金（日本銀行預金） 165,137

財政融資資金預託金 58,753

合計 223,891  
 

② たな卸資産の明細 

（単位：百万円）

種類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
たな卸資産評

価損
評価差額 本年度末残高

燃料 0 3 3 - - 0

合計 0 3 3 - - 0

（注）燃料については、販売を目的としていないことから、取得原価より平均原価法によって評価し、計上している。  
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③ 未収金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

不動産売払債権 個人 4

物件貸付料債権 個人等 38

利息債権 個人等 2

返納金債権 個人等 3

損害賠償金債権 法人等 6

延滞金債権 法人等 7

価格協定等違反者納付金 価格協定等違反者 1,300

立替金返還金債権 個人 0

合計 1,363  

 

④ 貸付金の明細 

（単位：百万円）

貸付先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 貸付事由等

地方公共団体 42,891 580 2,018 41,453
「災害弔慰金の支給等に関する法
律」第12条に基づく貸付金

合計 42,891 580 2,018 41,453  

 

⑤ その他の債権等の明細 

（単位：百万円）

債権の種類 相手先 本年度末残高 債権の内容等

財政投融資特別会計特定国有
財産整備勘定に対する前渡不
動産

財政投融資特別会計特定国有
財産整備勘定

472
財政投融資特別会計特定国有財産
整備勘定への前渡不動産

合計 472

 

 

⑥ 貸倒引当金の明細 

（単位：百万円）

前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高 前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高

未収金 7,629 △ 6,266 1,363 137 △ 97 40

徴収停止等債権 113 △ 113 - 113 △ 113 -

履行期限到来等債権 233 △ 6 227 24 16 40

上記以外の債権 7,282 △ 6,145 1,136 - - -

貸付金 42,891 △ 1,438 41,453 0 0 0

徴収停止等債権 - - - - - -

履行期限到来等債権 - - - - - -

上記以外の債権 42,891 △ 1,438 41,453 0 0 0

合計 50,521 △ 7,704 42,816 138 △ 96 41

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘要

徴収停止等債権
については、全
額を回収不能見
込額として計上
し、履行期限到
来等債権につい
ては、過去3年
間の貸倒実績率
に基づく回収不
能見込額又は個
別債権ごとの回
収可能性を勘案
した回収不能見
込額を計上して
いる。
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⑦ 固定資産の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
本年度

減価償却額

評価差額
(本年度発生

分)
本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産（公共用財産を除く） 991,542 22,307 5,432 23,196 38,479 1,023,700

行政財産 952,552 22,047 4,903 22,759 32,559 979,497

土地 684,300 8,698 2,434 - 32,513 723,077

立木竹 2,336 16 11 - 46 2,388

建物 169,342 6,424 152 7,498 - 168,115

工作物 76,775 5,101 307 9,979 - 71,590

船舶 3,442 1 2 561 - 2,879

航空機 13,326 - 0 4,720 - 8,606

建設仮勘定 3,028 1,805 1,995 - - 2,838

普通財産 38,990 260 529 437 5,919 44,203

土地 34,254 257 507 - 5,919 39,923

立木竹 7 - - - 0 7

建物 3,695 - - 166 - 3,529

工作物 1,009 - - 267 - 741

船舶 23 2 21 3 - 1

航空機 0 0 0 - - 0

物品 124,654 77,786 10,986 33,157 - 158,297

　物品（美術品を除く） 124,015 77,586 10,986 33,058 - 157,556

　美術品 529 - - 71 - 457

　リース物件 109 200 - 27 - 283

小計 1,116,197 100,094 16,419 56,354 38,479 1,181,998

（無形固定資産）

国有財産 4 - - - △ 0 3

行政財産 4 - - - △ 0 3

著作権及び特許権等 4 - - - △ 0 3

ソフトウェア 5,241 1,307 - 1,734 - 4,813

ソフトウェア仮勘定 204 0 204 - - 0

電話加入権 3,595 76 81 - - 3,590

小計 9,045 1,384 285 1,734 △ 0 8,408

合計 1,125,242 101,478 16,704 58,088 38,479 1,190,406  
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⑧ 出資金の明細 

ア 出資金の増減の明細 

 

 

イ 市場価格のない出資金の純資産額等の明細 

(単位：百万円）

出資先
資産
(A)

負債
(B)

純資産額
(C=A-B)

資本金
(D)

一般会計から
の出資累計額

(E)

出資割合
(F=E/D) %

純資産額に
よる算出額
(G=C×F)

貸借対照表計
上額（国有財
産台帳価格）

使用財務諸表

○公庫

沖縄振興開発金融公庫 880,423 800,727 79,695 77,837 66,873 85.91% 68,470 68,470 法定財務諸表

○認可法人

預金保険機構

（一般勘定） 3,616,114 3,615,659 455 455 150 32.96% 150 150 法定財務諸表

（東日本大震災事業者再生
支援勘定）

18,677 0 18,676 18,680 18,680 100.00% 18,676 18,676 法定財務諸表

（地域経済活性化支援勘
定）

25,621 9,660 15,960 16,000 3,000 18.75% 2,992 2,992 法定財務諸表

○独立行政法人

国立公文書館 5,088 866 4,221 7,179 7,179 100.00% 4,221 4,221 法定財務諸表

国民生活センター 9,545 1,504 8,040 8,901 8,901 100.00% 8,040 8,040 法定財務諸表

北方領土問題対策協会

（一般業務勘定） 879 190 689 256 256 100.00% 689 689 法定財務諸表

○国立研究開発法人

日本医療研究開発機構 115,246 28,465 86,780 85,000 85,000 100.00% 86,780 86,780 法定財務諸表

合計 4,671,595 4,457,076 214,519 214,309 190,041 - 190,021 190,021  
 

(単位：百万円）

出資先
一般会計か
らの出資累

計額

貸借対照表
計上額

資産評価差
額

強制評価減
実施累計額

強制評価減実施年度

○公庫

沖縄振興開発金融公庫 66,873 68,470 30,669 29,072 平成14年度

○認可法人

預金保険機構

（一般勘定） 150 150 150 150 平成13年度

合計 67,023 68,620 30,819 29,222

（注）以下の出資金については、本年度もしくは過年度において強制評価減を実施している。

 

（単位：百万円）

法人名等 前年度末残高
評価差額の

戻入
本年度増加額 本年度減少額

評価差額（本
年度発生分）

強制評価減 本年度末残高

【市場価格のないもの】

○公庫

沖縄振興開発金融公庫 68,461 △ 30,660 - - 30,669 - 68,470

○認可法人

預金保険機構

（一般勘定） 150 △ 150 - - 150 - 150

（東日本大震災事業者再生支
援勘定）

18,677 2 - - △ 3 - 18,676

（地域経済活性化支援勘定） 2,993 6 - - △ 7 - 2,992

○独立行政法人

国立公文書館 4,360 2,819 - - △ 2,958 - 4,221

国民生活センター 7,705 1,196 - - △ 861 - 8,040

北方領土問題対策協会

（一般業務勘定） 442 △ 186 - - 433 - 689

○国立研究開発法人

日本医療研究開発機構 56,012 △ 1,012 30,000 - 1,780 - 86,780

合計 158,803 △ 27,985 30,000 - 29,203 - 190,021
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(3) 負債項目の明細 

① 未払金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

児童手当等交付金 市町村 200,438

児童手当 職員 152

対馬丸遭難学童遺族特別支出金 個人 0

公務災害補償費 職員等 16

利子補給金 指定金融機関 1,823

PFI事業 法人 15,311

国際学術連合会議等分担金 学術団体 26

合計 217,768  

 

②  退職給付引当金の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退職手当に係る引当金 127,218 10,615 4,706 121,310

整理資源に係る引当金 41,266 2,769 957 39,454

国家公務員災害補償年金に係
る引当金

1,616 145 104 1,575

合計 170,102 13,530 5,768 162,340

（注）退職手当に係る引当金の本年度取崩額10,615百万円のうち、6百万円は、平成29年度
において一般会計から東日本大震災復興特別会計に職員が異動したことによる減少額であ
る。  

 

③ その他の債務等の明細 

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高

リース債務 法人 10,567

未渡不動産
財政投融資特別会計特定国有財
産整備勘定

11,636

東日本大震災復興特別会計にお
いて計上している退職給付引当
金のうち、内閣府一般会計が負
担する退職給付引当金相当額

東日本大震災復興特別会計 110

合計 22,314  
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２ 業務費用計算書の内容に関する明細 

(1) 会計別の業務費用の明細 

（単位：百万円）

一般会計
交付税及び譲
与税配付金特

別会計

エネルギー対
策特別会計

（電源開発促
進勘定）

年金特別会計
（子ども・子
育て支援勘

定）

東日本大震災
復興特別会計

相殺消去 合算合計

人件費 132,290 - 598 159 - - 133,048

賞与引当金繰入額 9,226 - 44 14 - - 9,284

退職給付引当金繰入額 5,774 - 15 △ 21 - - 5,768

補助金等 1,154,640 - 9,450 1,587,112 31,959 - 2,783,162

交通安全対策特別交付金 - 55,343 - - - - 55,343

委託費 53,766 - 475 23 3,415 - 57,681

支出金 2 371 - - - - 374

分担金 1,035 - - - - - 1,035

拠出金 865 - - - - - 865

補給金 870 - - - - - 870

独立行政法人運営費交付金 6,480 - - - - - 6,480

交付税及び譲与税配付金特別会計へ
の繰入

54,871 - - - - △ 54,871 -

エネルギー対策特別会計への繰入 6,700 - - - - △ 6,700 -

年金特別会計子ども・子育て支援勘
定への繰入

1,197,569 - - - - △ 1,197,569 -

自動車安全特別会計への繰入 37,587 - - - - - 37,587

年金特別会計業務勘定への繰入 - - - 1,649 - - 1,649

庁費等 85,102 - 950 150 29 - 86,232

その他の経費 19,536 11 128 0 293 - 19,971

減価償却費 57,618 - 12 458 - - 58,088

貸倒引当金繰入額 △ 47 - - - 2 - △ 44

支払利息 440 - - - - - 440

資産処分損益 2,020 - - △　0 - - 2,019

本年度業務費用合計 2,826,354 55,727 11,674 1,589,546 35,700 △ 1,259,141 3,259,862  
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(2) 補助金等の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

原子力災害対策事業費補助
金

原子力発電施設所在都
道府県等

8,427

原子力災害対策指針に定める施設敷地緊急事
態又は全面緊急事態において、早期の避難が
困難である住民等が一時的に待避する施設等
を対象とした放射性物質等の防護対策に要す
る経費に対する補助

被災者生活再建支援金補助
金

公益財団法人都道府県
会館

24,179

自然災害によりその生活基盤に著しい被害を
受けた者に対し、都道府県が相互扶助の観点
から拠出した基金を活用して支給される被災
者生活再建支援金に対する補助

特定地震防災対策施設運営
費補助金

都道府県 251
特定地震防災対策施設の運営に要する経費に
対する補助

対馬丸平和祈念事業推進費
補助金

沖縄県 19
対馬丸事件を後世代に伝え、対馬丸遭難学童
への哀悼と平和を祈念するための事業に要す
る経費に対する補助

沖縄科学技術大学院大学学
園補助金

沖縄科学技術大学院大
学学園

16,496
「沖縄科学技術大学学園法」第8条により、
業務に要する経費についての補助

沖縄科学技術大学院大学学
園施設整備費補助金

沖縄科学技術大学院大
学学園

1,476
沖縄科学技術大学院大学学園において世界最
高水準の教育研究を行うために必要な施設の
整備を行う経費に対する補助

駐留軍用地跡地利用推進事
業費補助金

市町村等 24
関係市町村等が実施する跡地利用推進のため
に必要不可欠な事業に対する補助

沖縄北部連携促進特別振興
事業費補助金

市町村等 1,839
北部地域の更なる連携を促進するための振興
事業に要する経費に対する補助

沖縄子供の貧困緊急対策事
業費補助金

沖縄県、市町村等 1,046
沖縄の子供の貧困に関する状況に緊急に対応
するために必要な経費に対する補助

沖縄安全対策事業費補助金 市町村等 1,387

市町村等（広域事務組合等を含む。）が防犯
灯・街路灯、防犯カメラを設置する際に国が
補助を行うことで、沖縄県民の安全・安心を
確保する徹底した対策を早急に推進すること
を目的にする経費に対する補助

沖縄離島活性化推進事業費
補助金

市町村 581
厳しい自然的条件に置かれている沖縄の離島
市町村の先導的な事業に要する経費に対する
補助

沖縄国際物流拠点活用推進
事業費補助金

民間団体 582

沖縄の国際物流拠点の活性化に向けて、同拠
点を利用したものづくり事業等の創出、先進
的かつ沖縄の特色を生かした取組に対して、
その整備や商品・技術開発等事業に必要な経
費に対する補助

民間資金等活用事業調査費
補助金

都道府県 1,146

公共施設等運営事業等の導入に係る検討に要
する調査委託費を助成することにより、公共
施設等運営事業等の案件形成を促進する経費
に対する補助

地方創生支援事業補助金 民間団体 700
地方創生リーダーの人材育成・普及事業の民
間団体に対する補助

北方地域旧漁業権者等貸付
事業費補助金

独立行政法人北方領土
問題対策協会

123

「北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に
関する法律」（昭和36年法律第162号）に基
づき、北方地域旧漁業権者等その他の者に対
し、漁業その他の事業及び生活に必要な資金
を融通することにより、これらの者の事業の
経営と生活の安定を図ることを目的とする独
立行政法人北方領土問題対策協会の北方地域
旧漁業権者等貸付事業を補助するために必要
な経費に対する補助

結婚新生活支援事業費補助
金

都道府県 233

結婚に伴う経済的負担を軽減するため、新婚
世帯に対して、結婚に伴う新生活をスタート
アップさせるために係るコストを支援する地
方公共団体に対する補助

子どものための教育・保育
給付費補助金

地方公共団体 2,605
「認可化移行運営費支援事業」及び「幼稚園
における長時間預かり保育運営費支援事業」
の実施に要する経費の一部補助

子ども・子育て支援推進費
補助金

地方公共団体 787
保育士等や放課後児童支援員の経験等に応じ
た処遇改善を実施するために行う説明会等の
事務に要する経費に対する補助

仕事・子育て両立支援事業
費補助金

民間団体等 131,264
「子ども・子育て支援法」第59条の2第1項の
規定に基づく補助金

＜補助金＞
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（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

警察共済組合特定健康診
査・保健指導補助金

警察共済組合 3
「地方公務員等共済組合法」第113条の規定
により警察共済組合に要する経費の一部を補
助

都道府県警察施設整備費補
助金

都道府県 27,511
「警察法」第37条の規定により都道府県警察
に要する経費の一部を補助

千葉県警察成田国際空港警
備隊費補助金

千葉県 11,900
「警察法」第37条の規定により都道府県警察
に要する経費の一部を補助

都道府県警察費補助金 都道府県 30,464
「警察法」第37条の規定により都道府県警察
に要する経費の一部を補助

都道府県警察施設災害復旧
費補助金

岩手県、熊本県 727
「警察法」第37条の規定により都道府県警察
に要する経費の一部を補助

自然災害被災者債務整理支
援事業費補助金

一般社団法人自然災害
被災者債務整理ガイド
ライン運営機関

59
自然災害による被災者の債務整理支援に必要
な経費等に対する補助

個人債務者私的整理支援事
業費補助金

（社）個人版私的整理
ガイドライン運営委員
会

2

東日本大震災の影響によって既往債務を弁済
できない個人債務者の私的な債務整理を公正
かつ迅速に行うため、「東日本大震災からの
復興の基本方針」（平成23年7月29日東日本
大震災復興対策本部決定）に基づく個人債務
者の私的整理に関するガイドラインの運用支
援に要する経費に対する補助

災害救助費等負担金 都道府県 32,764

1.「災害救助法」第21条により、都道府県が
災害援助等の支払に要した費用の合計額が政
令で定める額以上となる場合において負担
2.「武力攻撃事態等における国民の保護のた
めの措置に関する法律」第168条により、地
方公共団体が災害援助等に支弁したもので政
令に定めるものについて負担

災害弔慰金等負担金 都道府県 315
「災害弔慰金の支給に関する法律」第7条2項
により、市町村が支給する災害弔慰金及び災
害障害見舞金に要する経費の一部を負担

子どものための教育・保育
給付費負担金

地方公共団体 835,581
「子ども・子育て支援法」第68条第1項の規
定による地方公共団体が支弁する子どものた
めの教育・保育給付の一部負担

地方創生加速化交付金 地方公共団体 38
地域のしごと創生に重点を置きつつ、一億総
活躍社会実現に向けた緊急対策にも資する、
効果の発現が高い事業に対する交付

不発弾等処理交付金 地方公共団体 2,831
不発弾等の処理を行う県及び市町村に対し交
付

沖縄振興特別推進交付金 地方公共団体 67,174

沖縄振興特定事業計画に基づく沖縄振興特定
事業の実施に要する経費に充てるため、内閣
府令で定めるところにより、予算の範囲内で
交付（「沖縄振興特別措置法」第105条の3第
2項）

拠点返還地跡地利用推進交
付金

地方公共団体 171
拠点返還地が所在する市町村が取り組む拠点
返還地の跡地利用の推進に資する事業に対す
る交付

地域女性活躍推進交付金 地方公共団体 323
地域の実情に応じて女性の活躍推進に資する
事業を実施する市町村に対する交付

性犯罪・性暴力被害者支援
交付金

地方公共団体 137

性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ
支援センターについて、その開設や運営の安
定化等の地方公共団体による被害者支援を促
進する取組に対する交付

地域子供の未来応援交付金 地方公共団体 253
子供の貧困対策に取り組む地方自治体による
地域における実態調査、地域ネットワークの
形成等の取組を包括的に支援に対する交付

原子力施設等防災対策等交
付金

原子力発電施設等立地
道府県

9,516

原子力発電施設等の緊急時に備え、地方公共
団体の防災対策の強化を図るための緊急時連
絡網や防災活動資機材の整備、防災研修への
参加、防災訓練の実施、緊急事態応急対策等
拠点施設の整備等を実施

福島再生加速化交付金
福島県、市町村又は地
方公共団体の組合

2,244

東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う
避難指示等に伴い住民が避難したことにより
復興・再生に遅れが生じている地域の復興・
再生及び避難住民の早期帰還を促進するため

特定非営利活動法人等被災
者支援交付金

岩手県、宮城県、福島
県

202

復興・被災者支援を図っていくため、特定非
営利活動法人等が被災者と被災者、被災者と
行政、被災者と支援者等を結びつける「絆力
（きずなりょく）」を活かして復興・被災者
支援を行う取組や、復興・被災者支援を行う
特定非営利活動法人等の絆力を強化するため
の取組に要する経費に対する補助

＜負担金＞

＜交付金＞
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（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

地方創生推進交付金 地方公共団体 44,267

「地域再生法」第５条第４項第１号イの規定
により地域再生計画に記載された地方公共団
体の自主的・主体的で先導的な事業の実施を
支援するために必要な経費を交付

地方創生拠点整備交付金 地方公共団体 57,147

「地域再生法」第５条第４項第１号イの規定
により地域再生計画に記載された地方公共団
体の自主的・主体的で先導的な事業及びそれ
と一体となって整備される未来への投資につ
ながる施設の新築、増築及び改築等の実施を
支援するために必要な経費を交付

地域少子化対策重点推進交
付金

地方公共団体 1,005
地域における少子化対策強化に要する経費の
地方公共団体に対する交付金の交付

児童手当等交付金 地方公共団体 1,343,319
「児童手当法」第18条第1項の規定に基づく
交付金

子ども・子育て支援交付金 地方公共団体 102,478
「子ども・子育て支援法」第68条第2項の規
定に基づく交付金

子ども・子育て支援整備交
付金

地方公共団体 10,050
「子ども・子育て支援法」第68条第2項の規
定に基づく交付金

特定有人国境離島地域社会
維持推進交付金

地方公共団体 4,496
特定有人国境離島地域を有する地方公共団体
等が実施する運賃低廉化、物資の費用負担の
軽減、雇用機会の拡充等に必要な経費を交付

沖縄振興公共投資交付金 沖縄県 2
「警察法」第37条の規定により都道府県警察
に要する経費の一部を交付

地方消費者行政推進交付金 都道府県 4,998

消費者行政の「現場」である地方公共団体が
行う消費者の安全・安心確保に向けた取組
を強力かつ安定的に支援するため、都道府県
に「地方消費者行政推進交付金」を交付

合計 2,783,162 　  

 

(3) 交通安全対策特別交付金の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

交通安全対策特別交付金 都道府県及び市町村 55,343
「道路交通法」の規定に基づく交通安全対策
特別交付金の交付

合計 55,343  
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(4) 委託費の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

拉致被害者等生活相談等事
務委託費

地方公共団体 2
帰国被害者等の円滑な社会適応・早期自立促
進のための派遣形式による研修等の実施事務
の委託

遺棄化学兵器廃棄処理事業
等委託費

民間団体等 22,412
遺棄化学兵器の廃棄処理に必要な発掘回収等
の委託

経済調査等委託費 民間団体 3
中長期の経済運営の企画立案等に必要な基礎
資料収集調査等

地方創生支援委託費 民間団体等 508
地域活性化を図るための施策を推進するため
の委託

科学技術基礎調査等委託費 民間団体等 162
総合科学技術・イノベーション会議及び、原
子力委員会の審議等に資する調査の委託

科学技術イノベーション創
造推進委託費

民間団体等 605
戦略的イノベーション創造プログラムに係る
調査等の委託

社会保障・税番号制度シス
テム開発等委託費

民間団体等 6,191
社会保障・税番号制度のシステムの開発等を
委託

沖縄振興開発調査委託費 民間団体等 127
今後の沖縄振興につなげるため、駐留軍用地
跡地に関する調査及び沖縄県北部地域大型観
光拠点の推進に関する調査・検討

鉄軌道等導入課題詳細調査
委託費

民間団体等 101

沖縄県の交通体系については、様々な課題を
抱えているため、鉄軌道をはじめとする新た
な公共交通システムの導入に向けた諸課題に
ついて詳細調査

沖縄型産業中核人材育成事
業委託費

民間団体等 166

沖縄県内において、業界団体等が主体となっ
て必要な知識・スキルを体系化し、人材育成
カリキュラムの開発及び研修を実施するため
の事業に係る委託

交通環境等改善調査委託費 民間団体等 291

沖縄の深刻な交通渋滞への取組の一環とし
て、自家用車に過度に依存しない、住民にも
観光客にも利用しやすくかつ魅力的な交通環
境の創造に向けた、戦略的な展開を図るため
の調査の委託

所有者不明土地実態調査等
委託費

沖縄県 132

沖縄県における所有者不明土地問題の解決に
向けた検討を進めるため、所有者不明土地の
範囲の確定、実態の把握、真の所有者の探索
等に係る調査

対馬丸遭難学童遺族特別支
出金支給事務委託費

沖縄県 0
対馬丸遭難学童遺族特別支出金の支給に関
し、請求書の受付、調査、連絡通知等の事務
委託

位置境界明確化調査等委託
費

沖縄県 5

「沖縄県の区域内における位置境界不明地域
内の各筆の土地の位置境界の明確化等に関す
る特別措置法」第25条及び同法施行令第16条
第3項の規定に基づき沖縄県知事が行う位置
境界明確化調査等

沖縄振興推進調査委託費 民間団体・県 32

沖縄の振興開発を進める上で重要な諸課題に
ついて、迅速に適切な解決策や展開方策等を
検討することが可能となるよう、駐留軍用地
実地調査等を行う

食品健康影響評価技術研究
委託費

民間団体等 174
食品健康影響評価の的確な実施に資するため
の評価基準の策定等に関する研究の委託

経済調査等地方公共団体委
託費

地方公共団体 22
各種経済政策の基礎となる国民所得等の調査
ならびに国民経済計算体系の整備促進のため
の調査

経済調査等委託費 民間団体等 73 国際共同研究の推進のための経費

原子力施設等防災対策等委
託費

国立研究開発法人等 475

原子力災害時に対応する国や地方公共団体等
で中核となる防災業務関係者に対する災害対
応能力向上のための研修・訓練プログラム及
び原子力防災の課題解決に向けた国内外の知
見の分析・蓄積を行うための調査・研究等を
実施

避難指示区域入域管理等委
託費

民間事業者 3,415

帰宅困難区域内の住宅、田畑、墓地等の維持
管理などのために入域を希望する住民及び当
該区域内の（広域的な）公共施設等の復旧や
防災・防犯対策のために入域を希望する復旧
作業員、消防官・警察官等について、安全な
入域を確保するために必要な被ばく管理等を
委託。

地方創生推進委託費 民間団体等 117
地域活性化に資する施策に関する調査分析の
委託  

 



- 23 - 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

宇宙開発利用推進調査委託
費

民間団体等 360
宇宙開発利用推進に資する施策に関する調査
分析の委託

実用準天頂衛星システム開
発等委託費

民間団体等 21,000
「宇宙基本計画」（平成28年4月1日閣議決
定）に基づき、実用準天頂衛星システムのう
ち、衛星システムの開発整備の委託

子どものための教育・保育
給付調査委託費

民間団体 102
子ども・子育て支援新制度の幼稚園、保育
所、認定こども園等における経営実態等を把
握するための調査委託

国有財産管理業務委託費 民間団体等 23
旧国立総合児童センターの土地・建物に係る
管理業務を民間団体等に委託

応募認定退職者等再就職支
援委託費

民間団体 27
早期退職希望者の募集に応募して応募認定退
職をする者に対して再就職支援実施事務の委
託

消費税転嫁等対策委託費 民間団体 384 消費税の転嫁拒否等の調査に係る業務の委託

社会保障・税番号制度シス
テム開発等委託費

民間団体 656 社会保障・税番号制度システム開発事業

国際会計基準事務委託費
公益財団法人財務会計
基準機構

20
国際会計基準審議会等の議論への対応事務等
の委託

消費者政策委託費 民間団体等 81 電子商取引モニタリング事業

合計 57,681  

 

(5) 支出金の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

対馬丸遭難学童遺族特別支
出金

遭難学童の遺族 2
学童疎開船対馬丸の遭難に伴う死没学童の遺
族に対し支給する特別支出金

通告書送付費支出金 都道府県 371
「道路交通法」の規定に基づく通告書送付費
支出金の支出

合計 374 　  

 

(6) 分担金の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

国際学術連合会議等分担金 学術団体 103 国際学術連合会議定款第ⅩⅡ章第41条等

国際競争組織分担金
国際競争ネットワーク
（ICN）

0
国際競争ネットワーク（ICN）運営のために
必要な経費の分担金の負担

国際刑事警察会議等分担金 国際刑事警察機構等 888
「国際刑事警察機構憲章」第38条の規定等に
よる分担金の負担

証券監督者国際機構等分担
金

証券監督者国際機構等 43
「証券監督者国際機構規約」第26条等による
分担金の負担

合計 1,035 　  
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(7) 拠出金の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

国際機関等拠出金 国際機関等 499
国際機関等と協力し日本関連のシンポジウム
等を開催して、日本理解の促進を図るために
必要な経費の拠出

経済協力開発機構拠出金 経済協力開発機構 40

経済協力開発機構による東南アジア各国に対
する経済審査及び国際原子力エネルギー協力
フレームワーク（IFNEC)が、経済協力開発機
構原子力機関（OECD/NEA）を事務局として活
動するために要する経費の拠出

国際防災戦略事務局拠出金 国際防災戦略事務局 87

国際連合（国際防災戦略（UN/ISDR））主催
の国際防災世界会議の成果評価活動及び新た
な国際的な防災施策の指針・枠組策定に要す
る経費の拠出

経済協力開発機構拠出金 経済協力開発機構 12
幼児教育・保育施設に関する調査に要する経
費の拠出

国際機関等拠出金 国際機関等 0
アジア太平洋プライバシー執行機関（APPA）
への参加に必要な経費の拠出

監査監督機関国際フォーラ
ム拠出金

監査監督機関国際
フォーラム

85
平成29年４月東京に開設される監査監督機関
国際フォーラム（IFIAR)の常設事務局及びそ
の後の円滑な運営のために要する経費の拠出

政府開発援助経済協力開発
機構等拠出金

経済協力開発機構等 116
経済協力開発機構が行う非加盟国（特にアジ
ア新興市場国）に対する金融セクター改革の
ための技術支援等に必要な資金等に係る拠出

経済協力開発機構拠出金 経済協力開発機構 23
消費者政策委員会（OECD/CCP）が行う消費者
保護問題に関わるプロジェクト事業のために
必要な経費の拠出

合計 865  

 

(8) 補給金の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

沖縄振興開発金融公庫補給
金

特殊法人沖縄振興開発
金融公庫

1
沖縄振興開発金融公庫の業務の円滑な運営に
資するための補給金

地域再生支援利子補給金
内閣総理大臣が指定す
る金融機関

246
「地域再生法」第14条及び第15条に基づき、
事業者に対し指定金融機関が行う融資に対す
る利子補給金

総合特区支援利子補給金
内閣総理大臣が指定す
る金融機関

604
「総合特別区域法」第28条及び第56条に基づ
き、事業者に対し指定金融機関が行う融資に
対する利子補給金

国家戦略特区支援利子補給
金

内閣総理大臣が指定す
る金融機関

6
「国家戦略特別区域法」第28条に基づき、事
業者に対し指定金融機関が行う融資に対する
利子補給金

特定有人国境離島地域事業
活動支援利子補給金

内閣総理大臣が指定す
る金融機関 11

特定有人国境離島地域において創業・事業拡
大等を行う事業者に対するスタートアップ融
資を行う離島内の地域金融機関等に対する利
子補給金

合計 870 　  

 

(9) 独立行政法人運営費交付金の明細 

（単位：百万円）

相手先 金額 支出目的

国立公文書館 2,009
「独立行政法人通則法」第46条の規定により、独立行政法人の業務
の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部の交付

北方領土問題対策協会 1,236 同上

国民生活センター 3,234 同上

合計 6,480 　  
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３ 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

(1) 会計別の資産・負債差額の増減の明細 

（単位：百万円）

一般会計
交付税及び譲
与税配付金特

別会計

エネルギー対
策特別会計

（電源開発促
進勘定）

年金特別会計
（子ども・子
育て支援勘

定）

東日本大震災
復興特別会計

相殺消去 合算合計

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 888,192 8,901 10,089 140,925 13,986 - 1,062,094

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 2,826,354 △ 55,727 △ 11,674 △ 1,589,546 △ 35,700 1,259,141 △ 3,259,862

Ⅲ　財源 2,839,734 54,873 8,242 1,674,602 35,216 △ 1,259,141 3,353,527

主管の財源 89,084 - - - - - 89,084

配賦財源 2,750,650 - - - 29,974 - 2,780,625

自己収入 - 1 1,542 477,032 5,242 - 483,818

他会計からの受入 - 54,871 6,700 1,197,569 - △ 1,259,141 -

Ⅳ　無償所管換等 45,638 - - △ 5,270 0 - 40,367

Ⅴ　資産評価差額 33,777 - - 5,919 - - 39,697

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 980,987 8,047 6,656 226,630 13,502 - 1,235,825  

 

(2) 財源の明細 

① 主管の財源の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

官業収入 病院収入 35

小計 35

回収金等収入 東日本大震災復興放射性物質汚
染対策緊急除染等事業費回収金
収入

5,539

小計 5,539

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 924

国有財産使用収入 671

小計 1,595

納付金 雑納付金 法人等 1,844

小計 1,844

諸収入 特別会計受入金 自動車安全特別会計 126

許可及手数料 204

懲罰及没収金 54,871

弁償及返納金 24,733

東日本大震災復興弁償及返納金 1

物品売払収入 6

雑入 123

小計 80,068

89,084合計  
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② 特別会計の財源の明細 

（単位：百万円）

特別会計 区分 財源の内容 金額

その他の財源 1

小計 1

1

その他の財源 1,542

小計 1,542

1,542

業務対価見合収入 408,373

運用益 5

その他の財源 68,653

小計 477,032

477,032

その他の財源 5,242

小計 5,242

5,242

483,818

合計

年金特別会計 自己収入

合計

合計

交付税及び譲与税配付金特別
会計

自己収入

合計

エネルギー対策特別会計電源
開発促進勘定

自己収入

合計

東日本大震災復興特別会計 自己収入

 

 

(3) 無償所管換等の明細 

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

財務省一般会計 7,529 土地等 所管換等

国土交通省一般会計 6,587 土地等 所管換

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 46,842 物品 所管換

小計 60,959

財務省一般会計 △ 2,493 土地等 引継等

厚生労働省年金特別会計 △ 5,270 未収金 所管換

東日本大震災復興特別会計 △ 6
その他の債務
等

所管換

小計 △ 7,770

財政投融資特別会計特定国有財産整備勘
定

△ 8,117

小計 △ 8,117

財政投融資特別会計特定国有財産整備勘
定

△ 233

小計 △ 233

△ 250
土地、工作物
等

誤謬訂正

△ 2,547 物品 誤謬訂正

小計 △ 2,798

△ 5 未収金 債権の取消

△ 1 土地 実測等

1 建物 報告漏れ等

10 工作物 報告漏れ等

△ 1,677 物品 報告漏れ等

小計 △ 1,672

40,367

財政投融資特別会計特
定国有財産整備勘定へ
の未渡不動産差額

財政投融資特別会計特
定国有財産整備勘定へ
の前渡不動産差額

その他

資産の無償所管換等
（受）

資産の無償所管換等
（渡）

誤謬訂正

合計  
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(4) 資産評価差額の明細 

 

（単位：百万円）

区分
評価差額の戻

入
本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有形固定資産

　国有財産（公共用財産を除く） - 38,479 38,479 　

  　行政財産 - 32,559 32,559

　　　土地 - 32,513 32,513 国有財産台帳の価格改定

　　　立木竹 - 46 46 国有財産台帳の価格改定

  　普通財産 - 5,919 5,919

　　　土地 - 5,919 5,919 国有財産台帳の価格改定

　　　立木竹 - 0 0 国有財産台帳の価格改定

無形固定資産

　国有財産 - △ 0 △ 0  

  　行政財産 - △ 0 △ 0  

　　　特許権等 - △ 0 △ 0 国有財産台帳の価格改定

出資金

（市場価格のないもの） △ 27,985 29,203 1,218 国有財産台帳の価格改定

合計 △ 27,985 67,682 39,697  
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４ 区分別収支計算書の内容に関する明細 

(1) 会計別の区分別収支の明細 

（単位：百万円）

一般会計
交付税及び譲
与税配付金特

別会計

エネルギー対
策特別会計

（電源開発促
進勘定）

年金特別会計
（子ども・子
育て支援勘

定）

東日本大震災
復興特別会計

相殺消去 合算合計

Ⅰ業務収支

１財源

主管の収納済歳入額 98,478 - - - - - 98,478

配賦財源 2,750,650 - - - 29,974 - 2,780,625

自己収入 - 1 1,542 471,769 5,242 - 478,555

他会計からの受入 - 54,871 6,700 1,206,045 - △ 1,267,617 -

貸付金の回収による収入 - - - - 734 - 734

固定資産の売却による収入 - - - 0 - - 0

前年度剰余金等受入 - 8,901 10,519 69,667 - - 89,088

資金からの受入（予算上措置されたもの） - - - 379 - - 379

財源合計 2,849,129 63,775 18,761 1,747,862 35,952 △ 1,267,617 3,447,863

２業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 154,617 - △ 643 △ 178 - - △ 155,438

補助金等 △ 1,154,640 - △ 9,450 △ 1,595,910 △ 31,959 - △ 2,791,960

交通安全対策特別交付金 - △ 55,343 - - - - △ 55,343

委託費 △ 53,766 - △ 475 △ 23 △ 3,415 - △ 57,681

支出金 △ 2 △ 371 - - - - △ 374

分担金 △ 1,035 - - - - - △ 1,035

拠出金 △ 865 - - - - - △ 865

補給金 △ 844 - - - - - △ 844

独立行政法人運営費交付金 △ 6,480 - - - - - △ 6,480

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰
入

△ 54,871 - - - - 54,871 -

エネルギー対策特別会計への繰入 △ 6,700 - - - - 6,700 -

年金特別会計子ども・子育て支援勘定へ
の繰入

△ 1,206,045 - - - - 1,206,045 -

自動車安全特別会計への繰入 △ 37,587 - - - - - △ 37,587

年金特別会計業務勘定への繰入 - - - △ 1,649 - - △ 1,649

貸付けによる支出 △ 326 - - - △ 253 - △ 580

出資による支出 △ 30,000 - - - - - △ 30,000

庁費等の支出 △ 103,407 - △ 965 △ 165 △ 29 - △ 104,567

その他の支出 △ 19,514 △ 11 △ 128 △　0 △ 293 - △ 19,948

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 2,830,705 △ 55,727 △ 11,662 △ 1,597,927 △ 35,952 1,267,617 △ 3,264,358

(2)施設整備支出

土地に係る支出 △ 40 - - - - - △ 40

立木竹に係る支出 △ 9 - - - - - △ 9

建物に係る支出 △ 1,179 - - - - - △ 1,179

工作物に係る支出 △ 3,998 - - - - - △ 3,998

船舶に係る支出 △ 1 - - - - - △ 1

建設仮勘定に係る支出 △ 1,805 - - - - - △ 1,805

施設整備支出合計 △ 7,035 - - - - - △ 7,035

業務支出合計 △ 2,837,740 △ 55,727 △ 11,662 △ 1,597,927 △ 35,952 1,267,617 △ 3,271,393

業務収支 11,388 8,047 7,098 149,935 - - 176,469

Ⅱ財務収支

　リース債務の返済による支出 △ 8,284 - - - - - △ 8,284

　ＰＦＩ債務の返済による支出 △ 2,663 - - - - - △ 2,663

　利息の支払額 △ 440 - - - - - △ 440

財務収支 △ 11,388 - - - - - △ 11,388

本年度収支 - 8,047 7,098 149,935 - - 165,081

資金への繰入（決算処理によるもの） - - - △ 86,542 - - △ 86,542

翌年度歳入繰入 - 8,047 7,098 63,392 - - 78,539

資金本年度末残高 - - - 145,295 - - 145,295

その他歳出外現金・預金本年度末残高 56 - - - - - 56

本年度末現金・預金残高 56 8,047 7,098 208,688 - - 223,891  
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(2) 財源の明細 

① 主管の収納済歳入額の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

官業収入 病院収入 35

小計 35

国有財産処分収入 国有財産売払収入 1,697

小計 1,697

回収金等収入 貸付金等回収金収入 1,230

東日本大震災復興放射性物質汚
染対策緊急除染等事業費回収金
収入

5,539

小計 6,770

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 924

国有財産使用収入 671

小計 1,595

納付金 雑納付金 法人等 8,082

小計 8,082

諸収入 特別会計受入金 自動車安全特別会計 126

許可及手数料 204

懲罰及没収金 54,871

弁償及返納金 24,725

東日本大震災復興弁償及返納金 1

物品売払収入 242

東日本大震災復興物品売払収入 0

雑入 123

小計 80,297

98,478合計  
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② 特別会計の財源の明細 

（単位：百万円）

特別会計 区分 財源の内容 金額

その他の収入 1

小計 1

前年度剰余金受入 8,901

小計 8,901

8,903

その他の収入 1,542

小計 1,542

前年度剰余金受入 10,519

小計 10,519

12,061

業務対価見合収入 403,102

運用収入 5

その他の収入 68,661

小計 471,769

固定資産の売却による収入 0

小計 0

前年度剰余金受入 69,667

小計 69,667

資金からの受入（予算上措置されたもの） 379

小計 379

541,817

その他の収入 5,242

小計 5,242

貸付金の回収による収入 734

小計 734

5,977

568,758

貸付金の回収による
収入

東日本大震災復興特別会計

交付税及び譲与税配付金特別
会計

自己収入

合計

エネルギー対策特別会計電源
開発促進勘定

自己収入

合計

前年度剰余金受入

自己収入

合計

前年度剰余金受入

合計

年金特別会計 自己収入

資金からの受入（予
算上措置されたも
の）

合計

固定資産の売却によ
る収入

前年度剰余金受入

 

 

(3) 資金の明細  

（単位：百万円）

資金名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

積立金 59,132 86,542 379 145,295

合計 59,132 86,542 379 145,295  

 

(4) その他歳計外現金･預金の増減の明細  

 

（単位：百万円）

内容 金額

前年度末残高 111

本年度受入 67

本年度払出 122

本年度末残高 56  
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参考情報 

 

１ 内閣府の所掌する業務の概要 

 

内閣府は、内閣機能強化の観点から、「内閣官房を助けて内閣の重要施策に関する企画立案及び総合調整」、

「内閣総理大臣が担当することがふさわしい行政事務の処理」等を行うことを任務とする機関であり、内閣

府本府の他、宮内庁、公正取引委員会、国家公安委員会、個人情報保護委員会、金融庁及び消費者庁という

外局等から構成されています。 

  なお、所掌事務は、次のとおりです。 

 

【内閣府本府】 

 内閣府本府は、本府、重要施策に関する会議（中央防災会議等）、特別の機関（北方対策本部等）及び地

方支分部局（沖縄総合事務局）等からなり、主な事務として、短期及び中期の経済運営、男女共同参画社会

の形成の促進、消費生活及び市民活動に関係する施策を中心とした国民生活の安定及び向上、沖縄の振興及

び開発、北方領土問題の解決の促進及び災害からの国民の保護等に関する企画及び立案並びに総合調整を行

っています。 

 

【宮内庁】 

 宮内庁は、皇室関係の国家事務及び天皇の国事に関する行為に係る事務等を処理しています。 

 

【公正取引委員会】 

 公正取引委員会は、独占禁止法を運用するために設置された機関で、独占禁止法の補完法である下請法の

運用も行っています。 

 

【国家公安委員会・警察庁】 

 国家公安委員会は、警察庁を管理（大綱方針を定め、それに即して監督すること）し、警察庁は、広域組

織犯罪に対処するための警察の態勢、犯罪鑑識、犯罪統計等警察庁の所掌事務について都道府県警察を指揮

監督しています。 

 

【個人情報保護委員会】 

 個人情報保護委員会は、特定個人情報保護委員会が担ってきたマイナンバー（個人情報）の適正な取扱い

の確保を図るための業務を全部引き継ぐとともに、新たに個人番号保護法を所管し、個人情報の有用性に配

慮しつつ、その適正な取扱いを確保するために必要な指導・助言等の措置を講ずることを任務としています。 

 

【金融庁】 

 金融庁は、金融制度に関する企画立案や、銀行、保険会社、証券会社等に対する検査・監督等を通じて、

わが国金融の機能の安定を確保し、預金者、保険契約者、有価証券の投資者等の保護を図るとともに金融の

円滑化を図っています。 

 

【消費者庁】 

 消費者庁は、消費者の利益の擁護及び推進、商品及び役務の消費者による自主的かつ合理的な選択の確保

並びに消費生活に密接に関連する物資の品質に関する表示に関する事務を行っています。 
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２ 内閣府の組織及び定員 
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 宮内庁組織図（平成29年度末）

年度末定員　　1,010人

長官官房  秘 書 課
 調査企画室

 総 務 課
 報 道 室

 宮 務 課
 主 計 課
 用 度 課
 宮内庁病院

侍 従 職

宮　内　庁 内 部 部 局 東 宮 職

式 部 職

書 陵 部  図 書 課

 皇居東御苑管理事務所

 編 修 課
 陵 墓 課

 陵墓監区事務所（５箇所）

管 理 部  管 理 課
 工 務 課

施設等機関  正倉院事務所

 御料牧場

地方支分部局  京都事務所

 庭 園 課
 大 膳 課
 車 馬 課
 宮殿管理官

 御用邸管理事務所（３箇所）
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公正取引委員会組織図（平成２９年度）

　
（年度末定員８３７人）

（90人）

（5人） （832人） （193人）

（120人）

（5人）

（367人）

（52人）

（177人）

地方事務所 ５

 （北海道・東北･中部・近畿

　 中国四国・九州）

支所 ２

  （中国・四国）

審   査   局

犯則審査部

官　　　　 房

公正取引委員会 事務総局 経済取引局

審判官
取引部
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年度末定員　　8,480人

国家公安委員会組織図（平成29年度）

国家公安委員会

警      察      庁

長官官房 生活安全局 刑事局 交通局 警備局 情報通信局

皇 宮 警 察
本         部

地方機関

組 織 犯 罪
対   策   部

外事情報部

警察大学校

科 学 警 察
研   究   所
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年度末定員：１０３名

（委員長１名，委員４名）

個人情報保護委員会 事務局 総務課

個人情報保護委員会組織図（平成２９年度）

参事官
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（内部部局）

　消費者庁組織図(平成２９年度）

年度末定員　：　３３４名

消費者庁

長官

次長

審議官（４）

食
品
表
示
企
画
課

参事官（２）

総
務
課

消
費
者
政
策
課
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費
者
制
度
課

消
費
者
教
育
・
地
方
協
力
課

消
費
者
調
査
課

消
費
者
安
全
課

取
引
対
策
課

表
示
対
策
課



- 39 - 

３ 内閣府における会計・独立行政法人等の間の財政資金の流れ 

 

 

沖縄科学技術大学院大学
学園

独立行政法人北方領土問題対策協会施設
整備費補助金（-）

預金保険機構出資金(-）

預金保険機構

独立行政法人北方領土問
題対策協会

国立研究開発法人日本医療研究開発機構
出資金（30,000百万円） 国立研究開発法人日本医

療研究開発機構

独立行政法人国立公文書
館

独立行政法人国立公文書館運営費交付金
（2,009百万円）

独立行政法人国民生活センター運営費交付
金（3,234百万円）

独立行政法人北方領土問題対策協会一般
業務勘定運営費交付金（1,236百万円）

独立行政法人国民生活セ
ンター

沖縄振興開発金融公庫補給金（1百万円）

沖縄振興開発金融公庫

独立行政法人国立公文書館施設整備費補
助金（-）

沖縄振興開発金融公庫出資金(-）

沖縄科学技術大学院大学学園施設整備費
補助金（1,476百万円）

一般会計

沖縄科学技術大学院大学学園補助金
（16,496百万円）

北方地域旧漁業権者等貸付事業費補助金
（123百万円）
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４ 平成 29 年度歳入歳出決算の概要 

(1) 平成 29 年度内閣府の歳入決算 

   歳入予算額 1,454,482 百万円に対し、徴収決定済額は 1,515,659 百万円、収納済歳入額は 1,514,533

百万円であった。 

（単位：百万円）

会　　計　　名 歳入予算額 徴収決定済額 収納済歳入額

一般会計 94,784 99,604 98,478
交付税及び譲与税配付金特別
会計

71,819 63,775 63,775

エネルギー対策特別会計
電源開発促進勘定

13,039 1,542 1,542

年金特別会計
子ども・子育て支援勘定

1,264,191 1,344,760 1,344,760

東日本大震災復興特別会計 10,647 5,977 5,977

計 1,454,482 1,515,659 1,514,533  

 

(2) 平成 29 年度内閣府の歳出決算 

   歳出予算現額 4,934,473 百万円に対し、支出済歳出額は 4,495,055 百万円、翌年度繰越額は 261,889

百万円、不用額は 177,528百万円であった。 

（単位：百万円）

会　　計　　名 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不用額

一般会計 3,214,233 2,849,129 255,746 109,358
交付税及び譲与税配付金特別
会計

469 383 - 85

エネルギー対策特別会計
電源開発促進勘定

13,367 11,662 425 1,280

年金特別会計
子ども・子育て支援勘定

1,662,298 1,597,927 497 63,873

東日本大震災復興特別会計 44,103 35,952 5,220 2,930

計 4,934,473 4,495,055 261,889 177,528  
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５ 公債関連情報 

   一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務

省に計上されている。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省

庁の負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示して

いる。仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類に負債計上するものではない。 

 

 ① 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借換債を除く。）

及び当該年度の利払費は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高                         8,227,370億円 

  ・当該年度に発行した公債額                         335,545 億円 

  ・当該年度の利払費                              67,593 億円 

 

 ② 財務省において計上されている①の計数を公債発行対象経費及び歳出決算額を基礎として各省庁に配

分を行った場合、当省に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち内閣府配分額            142,449 億円 

  ・当該年度に発行した公債額のうち内閣府配分額           13,384 億円 

 ・当該年度の利払費のうち内閣府配分額                    1,138億円 
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	個人情報保護委員会は、特定個人情報保護委員会が担ってきたマイナンバー（個人情報）の適正な取扱いの確保を図るための業務を全部引き継ぐとともに、新たに個人番号保護法を所管し、個人情報の有用性に配慮しつつ、その適正な取扱いを確保するために必要な指導・助言等の措置を講ずることを任務としています。
	【金融庁】
	【消費者庁】
	５　公債関連情報
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